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「三田学会雑誌」91卷 3号 （1998年10月）

順調な拡大再生産について

寺 出 道 雄

(1) はじめに

本稿では，「順調な抵大再生産軌道」（置塩 

〔1976〕）の安定性について考える。順調な拡 

大再生産軌道とは，生産財生産部門と消費財 

生産部門の2 部門からなる資本主義経済を考 

えたときに，その両部門の利潤率が均等にな 

り，資本家の貯蓄率が両部門で同一の大きさ 

で一定であるとして，その両部門の資本の増 

大率，したがって，産出量の増大率が均等に 

なるような資本蓄積経路である。

2 部門からなる資本主義経済が，そうした 

順調な拡大再生産軌道から乖離したときに， 

時々に経済の短期均衡が維持されるという条 

件のもとで，順調な拡大再生産軌道への復帰 

が可能であるかどうかを考えることが，本稿 

の目的なのである。そこでは，そうした両部 

門で等しい資本の増大率が，労働力人口の増 

大率とも等しいかどうかは明示的には問われ 

ていないから，本稿では，労働者の実質賃金 

率は所与で一定であると想定されることにな

る。

以下，（2 ) でその問題を考えるための簡 

単な枠組みを設定し，（3 ) で考察をおこな 

う。なお，本稿は，別 稿 （寺 出 〔1997〕第 1 

章）での展開を再考しようというものであり， 

設定はほぼ同様であるから，（2 ) での説明 

はその参照をもとめて簡単なものとする。

(2) 設 定

1 固定係数型の生産関数をもつ，生産財 

生産部門（以下，下添字1 でしめす。）と消費 

財生産部門（以下，下添字2 でしめす。）から 

なる2部門の経済を考えよう。前者は，生産 

財と労働を投入して生産財を産出し，後者は， 

生産財と労働を投入して消費財を産出してい 

る。生産財の耐用期間は極めて長く，その損 

耗は無視できるとして，それぞれの部門で固 

定資本として投入される生産財の量をK “ 

労働の量をiw，産出量に等しい純生産物の 

量を K.でしめすと，
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資 本 労 働 純 生 産 物

生産財生産部門 

消費財生産部門

Kx U  Vi 

K2 U  Yi

という表示が可能となる。

また，経済の登場人物は，資本家と労働者 

からなり，経済の純生産物は資本家の利潤と 

労働者の賃金として分配される。すなわち， 

消費財が同時に貨幣財であるとして，消費財 

の量で計った生産財の価格をA 均等利潤率 

を r ' 本稿では所与で一定であると考える労 

働者の消費財の量で計った実質賃金率をw 

とすると，

prKi +  w L i= pY i (1)

prK 2+ wL2 =  Y2 (2)

が成立することになるのである。

さらに，資本家および労働者は，その利潤 

所得および賃金所得をすベて支出すると考え 

る。その場合，資本家は自己の利潤所得のう 

ち，

0 < s < l

であるような割合s (貯蓄率）を投資にあて， 

残りの割合1 一 (消費率）を消費にあてる 

と考える。他方，労働者はその賃金所得のす 

ベてを消費にあてると考える。

そうすると，生産財と消費財それぞれの需 

給の均衡は，

sp r(K i +  K2)= p Y i (3)

(1— s )p r (K i +  Ki)+  w (L i +  L 2) =  Y2 (4) 

と表現されることになるのである。この場合，

(1)，（2)の存在を前提すれば，（3)，（4)の一 

方は他方の存在から導かれることになるから， 

⑶を経済の均衡条件として取り上げて，⑴ ，

(2)，（3)で，生産財生産部門と消費財生産部 

門の2 部門からなる資本主義経済の再生産を 

描写することにする。

さて，ここでは固定係数型の生産関数の存 

在を想定しているのだから，（1)，（3)の両辺 

を/ G で，（2)の両辺をK2 で割つて，

p r +  C\W=pd\ (1)'

p r  +  C2W =  d2 (2)'

sr{ l +  k ) =  dy (3)'

をもとめておこう。

ここで，C i ,ゴ!.は，

d i=  YtlKi

であり，それぞれ労働の資本装備率の逆数と 

資本係数の逆数をしめしている。G とめは 

技術的に決定されるものとして所与で一定で 

ある。

さらに，々は， 

k =  K2\Kx

であり，資本量の部門間比率をしめしている。

先にふれたように，賃金率w は所与で一 

定であるから，（1)'， (2)'から均等利潤率 

r* と均等利潤率の成立に対応する生産財の 

価格グが決定される。それを，

m 2  三 d2 —  C 2 W

という記号をも用いて表現すれば，

}.*=  dim 2 
m2+Ci w

グ=券

となる。なお，ここで，m 2は消費財生産部 

門の資本1単位あたりの「剰余生産物」を意 

味するから，生産財生産部門の労働者や両部
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門の資本家が消費財を消費可能であるために 

は，それは正の値をとらねばならない。

さらに，資本家の貯蓄率s も所与で一定 

なのだから，（3)'から，以上でもとめた均等 

利潤率パを用いて，両部門の需給が均衡す 

る資本量の部門間比率をもとめることが 

できる。

d,
s r *

1

である。

ここで，（1)'，（2)'，（3)'が成立し，均等 

利潤率がr*，資本量の部門間比率がで  

あるとき，この経済は順調な拡大再生産軌道 

上にあることになるのである。

そこでは，それぞれの部門で形成された貯 

蓄がその部門で投資されるとすれば，資本の 

損耗を無視できるときには，資本の増大率は，

警 二 -

でしめされるから， 両部門の資本量はともに 

s r * の率で増大することになり，資本量の部 

門間比率々はP から変化しない。また，両 

部門で均等な利潤率バが形成されている以 

上，部門間で資本の流出入がおこなわれる誘 

因はなく （部門間で資本の流出入がおこなわ 

れるとしても，その資本の流出入による各部 

門の資本量の純変化量は差し引きしてゼロに 

なり），その点からも資本量の部門間比率々 

を k * から変化させる要因は存在しないこと 

になる。そうしたもとで，それぞれの門で 

資本量がsr*の率で増大しても（（1)，⑵か 

ら（1)'，（2)，をもとめる操作が示唆するように）， 

次の時点にも（1)'，（2)'は相変わらず妥当す

るから，均等利潤率パと生産財の価格P* 

の水準は変化しない。

こうして，出発点において，（1)'，（2)'，

(3)'が成立すれば，均等利潤率r*，生産財 

の価格P ' 資本量の部門間比率k * は変化せ 

ず，両部門の資本量，したがって産出量は 

s r * の率で増大しつづけることになるのであ 

る。

2 これに対して，生産財生産部門の利潤 

率 n と消費財生産部門の利潤牢r2が異なれ 

ば事態は違ってくる。

n とr2が異なるとき，経済の生産物が利 

潤と賃金に分配されることは，

p n K i +  w L i= pY i (5)

p r2K2 +  wL 2 =  Y2 (6)

としめすことができる。

また，生産財と消費財の需給がそれぞれ短 

期的に均衡することは，

sp( n K i +  r 2K2)= p Y i (7)

( I  — s )p (n K i + r 2K2) +  w iL x^rL 2)=  Y2 ⑶ 

としめすことができる。

この場合も，（5)，（6)の存在を前提すれば， 

(7)，（8)の一方は他方の存在から導けるから， 

(7)を両部門の均衡条件として選び，（5)， 

(7)の両辺を兄で，（6)の両辺をルで割っ 

て，先に定義した記号を用いれば，

pn +  C\w— pdi (5)'

pr2+  C2W  =  d2 (6)r

s(n~\~r2k) =  di (7)'

を得ることができる。

さて，n とr2が異なるときには，両部門 

の資本家の貯蓄率s が同一の値で一定なら，
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それぞれの部門で形成された貯蓄がその部門 の部門間比率を変化させると想定したときに，

で投資されれば，資本の増大率はそれぞれの 

部門でsn, sr2 となり異なってしまう。そこ 

では，そのままでは両部門の資本の増大率が 

等しいという，順調な拡大再生産の条件が満 

たされないことは明らかである。

しかし，れとr2が異なるときには，資本 

家のより大きな利潤を目指す行動によって， 

資本量の部門間比率々を変化させる行動が 

生まれてくると想定することができるであろ 

う。すなわち，生産財生産部門と消費財生産 

部門のそれぞれで形成された貯蓄が，より高 

い利潤率の実現を目指して，その両部門のう 

ちより高い利潤率を実現できる部門の資本量 

の比率を高めるように投資されると想定する 

ことができるのである。

すなわち，単位時間当たりの々の変化量 

をA とすると，

k ~ 0 ( r 2 ^ r i ) - , (Z>(0) =  0, 0 '> O . (9)

となることになるのである。

( 3 )順調な拡大再生産軌道の安定性

1 それでは，（5)'，（6)'，（7)'が成立す 

るような状態を出発点として，（9)にしめさ 

れるような資本家の投資行動によって，（1)'，

(2)'，（3Vが成立する状態に移行することが 

できるであろうか。すなわち，生産財生産部 

門と消費財生産部門の利潤率に格差が存在す 

るときに，資本家がより高い利潤率の実現を 

目指して，より高い利潤率の得られる部門で 

の資本蓄積をそうでない部門での資本蓄積よ 

りも急速なものとし，その結果として資本量

そうした資本家の行動は，経済の短期均衡を 

維持しながら，資本蓄積の経路を順調な拡大 

再生産軌道に復帰させていくことになるであ 

ろうか。それとも，そうした資本家の4亍動は， 

順調な拡大再生産軌道からの乖離を一層大き 

くしてしまうであろうか。

その点について考えるために，（5)'，（6)' 

から（10)を，（7)，から（11)をもとめることに 

しょう。

n = ~ ^ r2 +  dl (10)

ぉよび，

n =  — kr2~\'一- (11)

である。

ここで，技術水準と労働者の賃金率w は 

一定であると想定されているから，（10)で，

れはたの1 次関数となる。また，（11)で， 

資本量の部門間比率々の値をさまざまに特 

定すれば，k の値がさまざまである状態に対 

応した，n とr2の関係の変化について知る 

ことができることになるが，そこでも，n 

はそうした特定のk の値に対応してr2の 1 

次関数となる。

その場合，

0 < s < l  

であることを考慮すれば，

n h k  —  c i w  = — -— w  y  1-------- — >  0

が成立しなければならないから，んは，

k > ^ ~  (12)
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の範囲内になければならない。

その点を考慮して，（10)，（11)を， （n ， 

r2) の平面を表す同一の図に書き込むと図1 

か 1辱られることになる。（12)から，負の値;を 

とる（11)の傾きは，必ずやはり負の値をとる

(10)の傾きより深いことになる。

また，そこでは，資本家の貯蓄率s が正 

で 1 より小であるという想定から，（11)の 

ハ切片は，必ず（10)のれ切片の上に位置す 

ることになる。そのことは，（10)の成立をし 

めす直線と，（12)を満たした上で，々の値の 

変化に応じて無数に存在する（11)の成立をし 

めす直線の交点の少なくとも一部が， r u r 2 

がともに正である象限内に位置することを保 

証しているのである。

さて，ここで，（10)の成立に対応する直線 

と，々の値の変化に応じて無数に存在する

(11)の成立をしめす直線のうち，ある特定の 

々の値の存在に対応する直線との交点は，そ 

の特定のk の値に対応する経済の短期均衡 

点を意味することになる。したがって，（10) 

に対応する直線は，々の値をさまざまに変化

させたときに成立する経済の短期均衡点の変 

化をしめす軌跡を意味することになるのであ 

る。その場合，（10)の傾きから分かるように， 

短期均衡の成立のもとでは，n が大きいと 

きにはr2は小さく，逆のときには逆である 

ことになる。

さらに，その（10)の直線と， 

n = r 2

の成立をしめすことになる，原点から右上に 

向かって引かれた45°線 と の 交 点 点 ）は， 

(1)'，（2)'，（3)'の成立を意味するから，こ 

の経済にとっての順調な資本蓄積軌道を意味 

することになるのである。

今，以上のことを念頭において，

n > r 2

であるような状態，例えば図1 のA 点から 

事態が始まるとしてみよう。その場合，生産 

財生産部門の利潤率n が消費財生産部門の 

利潤率r2を上回るのだから，生産財生産部 

門における資本蓄積は消費財生産部門のそれ 

よりも急速なものとなり，石は負の値をと 

り資本量の部門間比率々の値は減少してい 

く。（10)，（11)を満たす短期均衡点は，（10) 

とより小さい々の値に対応した（11)との交 

点で決定されていくことになるから，それは 

時間の進行につれて，A 点から，（10)の直 

線上で右下の方向に向けて運動することにな 

るのである。すなわち，n は r2を上回るも 

のの徐々に低下し，r2は n を下回るものの 

徐々に上昇することになるが，n が r2 を上 

回る限り，A は負の値をとり々の値は減少 

していくから，経済は五*点に向けて運動し 

ていくのである。
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逆に，

r 2> n

であるような状態，例えば図1 の B 点から 

事態が始まるとしてみよう。その場合は，消 

費財生産部門の利潤率r2が生産財生産部門 

の利潤率n を上回るのだから，消費財生産 

部門の資本蓄積は生産財生産部門のそれより 

も急速なものとなり，< は正の値をとり資 

本量の部門間比率んの値は増大していく。 

(10)，（11)を満たす短期均衡点は，（10)とよ 

り大きい々の値に対応した（11)との交点で 

決定されていくことになるから，それは時間 

の進 ?̂亍につれて，B 点から，（10)の直線上で 

左上に向けて運動することになるのである。 

すなわち，ハはr2を下回るものの徐々に上 

昇し，r2は n を上回るものの徐々に低下す 

ることになるが，r2が n を上回る限り，▲ 

は正の値をとり々の値は増大していくから， 

先程の場合と同様に，経済は五*点に向けて 

運動していくのである。

そして，以上いずれの場合にも，そうした 

短期均衡点の変動は，（9)にしめされるよう 

に，五*点に達すれば止むことになる。五* 

点，すなわち，順調な拡大再生産軌道上の点

はこの経済の安定的な長期均衡点であること 

になるのである。生産財生産部門と消費財生 

産部門の利潤率に格差が存在するときに，資 

本家がより高い利潤率の実現を目指して，資 

本量の部門間比率を変化させるような行動を 

とるとき，資本蓄積の経路は，時々に短期均

衡を成立させながら，順調な拡大再生産軌道
(1)

に復帰していくのである。

すなわち，丑* 点上では，先にふれたよう 

に，⑴ '，（2)'，（3)'が成立することになる 

から，前項でしめしたように，両部門の利潤 

率はパ，生産財の価格はグ，資本量の部門 

間比率はん* となり，両部門の資本量，した 

がって産出量は，sr* の率で増大しつづける 

ことになるのである。

2 ここで，資本家の貯蓄率が一定である 

という前提をおいたときに，資本家の生産財 

需要とともに消費財需要が存在すること，す 

なわち，資本家の貯蓄率が，

0< s < l

の範囲にあるということが，順調な拡大再生 

産軌道からの乖離が存在するときに，経済が， 

時々に短期均衡を成立させながら，順調な拡

( 1 ) 資本の損耗を考慮しても同じことがいえる。この点は寺出〔1997〕第1章を参照。

なお，そこ（寺出〔1997〕p_34)で，

^ = ^ < 0

がいえるためには，

mi{d\ — S) — Sciw>0

がいえなければならないが，それは，資本家の資本蓄積と消費がともに正であることを意味してい 

る （ibid.，p.36参照）。その点の叙述が曖昧であったことについては，伊 藤 〔1998〕で指摘された。 

伊藤氏の指摘に感謝したい。なお，以上で，5 は資本の損耗率であり，他の記号は本文と同じであ 

る。
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大再生産軌道へ復帰することを保証している。

この点は，逆に，資本家の貯蓄率S が正 

の値で一定であっても，

S = 1

であると想定してみることではっきりする。 

その場合には，

rrhk — CiW =  Q

が成立しなければならないから，資本量の部 

門間比率々は，

k = ^ ~

で一定の値を取らねばならないことになって 

しまうのである。

その k の値が，s が 1 であるときの々*の 

値であることは，s を1 として々*の決定式 

に r *の値を代入することで，容易に確かめ 

られる。図で表現すれば，図 2 のように， 

(10)の成立をしめす直線と，（11)の成立をし 

めす無数の直線のうちの，々が々*であると 

きの直線とが一致してしまうのである。

したがって，生産財生産部門の利潤率n  

と消費財生産部門の利潤率r2の値が異なる

ことに対して，資本家が資本量の部門間比率 

k を変えるような投資行動をもって対応すれ 

ば，（10)と（11)は同時に成立することはでき 

ず，経済の短期均衡は破壊されてしまうこと 

になる。資本家の消費財への需要が存在しな 

ければ，順調な拡大再生産軌道から乖離した 

状態から，時々に短期均衡を達成しながら， 

順調な拡大再生産軌道に復帰する経路は存在 

しなくなってしまうのである。

その点は，先に経済の均衡条件をもとめる 

ときに余計な式として捨て去った（8)を省み 

ても明らかである。

s を1 として，（8)の両辺をぬで割ると，

w(-^-+ C2) =  d，2 (8)'

が得られる。資本家の貯蓄率s が 1 で一定 

であり，かつ技術水準と賃金率w が一定で 

あるもとでは，消費財生産部門の需給が一致 

する資本量の部門間比率々は一義的に与え 

られてしまうのであり，々の変化は短期均衡 

の成立を破壊してしまうのである。

生産財生産部門の利潤率n と消費財生産 

部門の利潤率r2に格差が存在するとき，資 

本家が資本量の部門間比率んを変えるよう 

な投資行動をとれば，生産財と消費財の供給 

比率は変化する。したがって，経済の短期均 

衡が維持されるためには，経済の中に，資本 

家が資本量の部門間比牢を変えたときに，生 

産財と消費財の需要比率を変化させるような 

仕組みが存在しなければならない。

資本家の貯蓄率が，

0 < S < 1

の範囲内で一定であるというとき，そこで問
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題となっているのは貨幣で計った貯蓄率であ 

った。資本家が，常に貨幣で計った利潤の一 

定率を生産財の需要に，残りの一定率を消費 

財の需要にふりむけるということは，生産財 

と消費財の相対価格が変化したときには，資 

本家は，財の量で計った生産財と消費財の需 

要比率を変化させるということを意味するこ 

とになるのである。

ところで，（6)'から，

ムニ晋

をもとめることができる。それを（10)と合わ 

せて考えれば，生産財の価格/)は，生産財 

生産部門の利潤率n の低下ないし消費財生 

産部門の利潤率r2の上昇につれて低下し， 

逆のときには逆になるのである。

生産財生産部門の利潤率n が消費財生産 

部門の利潤率r2を上回る場合を考えてみよ 

う。れがr2を上回るとき，資本家は生産財 

生産部門の資本量の消費財生産部門の資本量 

に対する比率を上昇（資本量の部門間比率々 

を低下）させるような投資行動をとる。k が 

低下するということは，消費財の供給量に対 

する生産財の供給量の比率が上昇するという 

ことである。その場合，先に見たように，n 

は低下し，r2は上昇する。したがって，生 

産財の価格p は低下する。P が低下するにも 

かかわらず，資本家の貨幣で計った貯蓄率s 

が 1 より小の正の値で一定であるということ 

は，それぞれの財の量で計ったときに，資本

家の，消費財への需要量に対する生産財への 

需要量の比率が上昇するということであるか 

ら，消費財の供給量に対する生産財の供給量 

の比率の上昇に対応する，順調な拡大再生産 

軌道に接近するかたちでの経済の短期均衡の 

維持が可能になるのである。

3 以上のように，資本家の貨幣で計った 

貯蓄率が1 であるときを除けば，順調な拡大 

再生産軌道については，極めて強い安定性が 

存在することを明らかにすることができた。 

こうした結論がえられたのは，ここでは，労 

働者の賃金率が一定であるというとき，賃金 

率の決定メカニズムを明示したうえで，それ 

が一定に保たれていると設定されたのでなく， 

単に一定であると前提されたことにもとづい 

ている。ここでは，議論のなかで，労働者の 

賃金率は技術の係数と同様の役割しか果して 

いないのである。賃金率が一定であるとして 

も，賃金率の決定メカニズムを明示したうえ 

で，そうした設定を設ければ，事態は変わっ 

てくるかもしれない。

本稿での議論を若干拡張することによって， 

労働者の実質賃金率の決定を視野に入れて，

両部門の資本の増大率が均等であるとともに， 

それが労働力人口の増大率とも等しい均衡蓄 

積軌道について考えることができるから，次

稿では，その点について検討することにしよ
( 2 )

1 o

(経済学部教授）

( 2 ) 本誌の査読者から，資本家の貯蓄率が1 であるときについてより詳しく考えるべきことについて 

指摘された。この点については次々稿において取り上げたい。
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